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国立大学法人政策研究大学院大学事業報告書 
 

「Ⅰ はじめに」 

 政策研究大学院大学は、１研究科１専攻（政策研究科政策専攻）の大学院（修士

課程及び博士課程）のみで構成されている大学院大学であり、平成９年に９９番目

の国立大学として設置された。大学の英語名「 National Graduate Institute for 

Policy Studies」の頭文字を採って「ＧＲＩＰＳ」と略称している。 

このＧＲＩＰＳは、政策及び政策の革新にかかわる研究と教育を通して、我が国

及び世界の民主的統治の発展と高度化に貢献するため、教育機関として、政策課題

を先取り的に見出し、その解決のための幅広い選択肢を構想できる政策専門家の養

成に取り組むとともに、研究機関として、国内外の有力な政策関連機関等との積極

的な連携を図り、政策研究に関する産官学の連携機構及び研究拠点の創出を目指し

ており、次のような特徴を有している。 

 

・  学生は、国内外の幹部候補の行政官（ミッドキャリア）を中心としつつ、政

府関係機関、民間企業、研究機関等に勤務する社会人、学部卒業者、修士課程

修了者などを幅広く受け入れ、政策研究科政策専攻の１研究科１専攻の体制の

中で、現実の必要に応じて多様なプログラムを用意する方式を採用しており、

プログラムは政策研究の進展や社会的変動に伴う政策課題の変化に適切に即応

して柔軟な見直しを実施。 

・  外国人留学生が６割を占めており、英語だけで修了できるプログラムを開設

するなど、多くの留学生を受け入れる体制を整備している。修学意識の高い社

会人学生が短期間（修業年限１年）で学位取得できるよう、２大学期（春・

秋）と２小学期（夏・冬）からなる４学期制を採用し、インテンシブな教育を

実施。 

・  本学を中核として、国内外の大学や政府機関・研究所等と多様で柔軟な連携

ネットワークを構築することで、社会的・政策的ニーズに応じた公共政策に関

する教育研究の開発、実践を可能としているほか、高い業績を有するアカデミ

ックな教員を中核としつつ、多様なバックグラウンドを有する優れた政策研究

者を幅広い分野から確保するとともに、顕著な実績をあげた各界の実務経験者

を教授陣として積極的に登用することで、卓越した研究拠点を創出し、公共政

策に関する研究水準の向上を志向。 

・  社会の政策的要請に柔軟に対応するため、政策研究センターにおいて、時限

を設けたプロジェクト型共同研究を推進するとともに、研究成果の公開及び情

報発信を行っている。 

 

平成２４年度の研究教育・管理運営にあたっては、大学を取り巻く環境が依然厳

しいなか、年度計画に記載された事項を達成すべく学長の強いリーダーシップのも

と各種の事業を実施した。 

 財務状況として、収入面では、外部資金獲得を推進するため、科学研究費補助金

に関する説明会の実施や研究助成情報カレンダーの作成等の取組を行い、科学研究

費補助金の新規採択率の向上に努めた。一方、支出面では、不要不急な支出を極力

抑制するなど経費の節減に努めたほか、超過勤務手当等の人件費の低減化に向けた
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取り組みを実施するなど、更なる経費の削減を図るなどの取り組みを実施しつつ、

健全な大学運営に努めたところである。 

今後も、ＧＲＩＰＳ独自の充実したプログラムの実施による政策専門家の養成を

図るとともに、外部資金等の獲得等による研究活動の活性化、政策研究に関する産

官学の連携及び研究拠点の創出に取り組み、世界的な研究・教育拠点を形成して参

りたい。 

 

 

「Ⅱ 基本情報」 

１．目標  

公共政策に関する研究と教育を通して、日本ならびに世界における民主的な社会

統治の普及・充実・強化に貢献する。 

このため、次の活動を展開する。 

・  世界的にも卓越した研究・教育を実現するため、国際的スタンダードに適合し

た研究 

・ 教育システムの革新、環境・条件の確保を図る。 

・  政策研究の学問的確立を先導するとともに、現実の政策課題についても時宜に

応じ政策提言を行うための基盤を整備する。 

・  各国・国際機関における政策指導者、社会各界・各層の真のエリートを養成す

る。 

・  政治家、行政官、産業人、研究者からなる、開かれた政策構想の交流の場（ポ

リシー・コミュニティ）を形成する。 

 

２．業務内容 

当法人においては以下の業務を実施している。 

・  教育を担当する政策研究科、研究を担う政策研究センター及び国際開発戦略セ

ンター等を運営すること。 

・  学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行

うこと。 

・  当法人以外の者から委託を受け、又はこれを共同して行う研究の実施その他の

当法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

・ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。  

・ 当法人における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。  

 

３．沿革     

1997年10月 政策研究大学院大学 創設 

      図書館設置 

      政策研究プロジェクトセンター設置 

1999年 4月 政策情報研究センター 設置 

2000年 4月 修士課程学生受入れ 開始 

2002年 4月 博士課程学生受入れ 開始 

2003年 4月 国際開発戦略研究センター 設置 

2004年 4月 国立大学法人に移行 
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2005年 4月 六本木キャンパスに移転 

2006年 4月 比較地方自治研究センター 設置（2012年3月活動終了） 

2010年 4月 政策研究センター 設置（政策研究プロジェクトセンターと政策情報センターを

整理統合） 

2012年 1月 科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」基盤的研究・人材育

成拠点整備事業 総合拠点採択 

 

４．設立根拠法 

 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 

６．組織図  

                  ┌─ 修士課程 
       ┌─ 政策研究科 ──┤ 
       │          └─ 博士課程 
       │ 
       │ 
       ├─ 政策研究センター 
       │ 
       │ 
       ├─ 国際開発戦略研究センター 
  学 長 ─┤ 
       │ 
       ├─ 図書館 
       │ 
       │ 
       ├─ 留学生センター 
       │ 
       │ 
       ├─ 保健管理センター 
       │ 
       │ 
       └─ 大学運営局  

 

７．所在地 

 東京都港区六本木 

 

８．資本金の状況 

 １７，５０６，８００，０００円（全額 政府出資） 

 

９．学生の状況  

 総学生数      ４０７人 

   修士課程      ３０５人 

   博士課程      １０２人 
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１０．役員の状況 

役 職 氏  名 任  期 経   歴 

学長 白石 隆 平成23年4月1日～ 

 平成27年3月31日 

H9  コーネル大学アジア研究学科・歴史学

科教授 

H9  京都大学東南アジア研究センター教授 

H17 政策研究大学院大学教授・副学長 

H19 日本貿易振興機構アジア経済研究所長 

H21 内閣府総合科学技術会議常勤議員 

理事 

(非常

勤) 

小島 明 平成23年4月1日～ 

 平成25年3月31日 

S53 日本経済新聞社ニューヨーク特派員・支局

長 

H16 同社論説特別顧問 

同社日本経済研究センター会長 

H24 同社同センター参与 

理事 

(非常

勤) 

大山 達雄 平成23年4月1日～ 

 平成25年3月31日 

S63 埼玉大学大学院政策科学研究科教授 

H9  政策研究大学院大学政策研究科教授(併任) 

H12 埼玉大学大学院政策科学研究科長 

H15 政策研究大学院大学副学長 

監事 

(非常

勤) 

大橋 豊彦 平成24年4月1日～ 

 平成26年3月31日 

H 7 総務庁行政監察局長 

H 8 ＮＥＣ総研副理事長 

H12 尚美学園大学総合政策学部教授 

H16 同大学院研究科長 

H23 同名誉教授 

監事 

(非常

勤) 

宇佐美 豊 平成24年4月1日～ 

 平成26年3月31日 

S59 監査法人太田哲三事務所（現新日本有限責

任監査法人）入所 

H19 宇佐美公認会計士事務所長 

 

１１．教職員の状況 

教 員 ３１８人(うち常勤７６人、非常勤２４２人） 

 職 員 １０３人（うち常勤３９人、非常勤 ６４人） 

 （常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度と同数で、平均年齢は４５歳（前年度４４歳）となっている。

このうち、国からの出向者は１４人である。 
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「Ⅲ 財務諸表の概要」 
   
１．貸借対照表 

(単位：百万円) 

区   分 金  額 区   分 金  額 

（資産の部） 

固定資産 

有形固定資産 

土   地 

建   物 

    減価償却累計額等 

構 築 物 

    減価償却累計額等 

機械装置 

    減価償却累計額等 

工具器具備品 

    減価償却累計額等 

図   書 

無形固定資産 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

 

 

 

18,351 

8,418 

△2,055 

219 

△109 

7 

△3 

518 

△310 

870 

175 

 

 

1,526 

166 

（負債の部） 

固定負債 

資産見返負債 

 長期未払金 

ＰＦＩ債務 

流動負債 

運営費交付金債務 

１年以内返済予定 

PFI債務 

未払金 

その他の流動負債 

 

 

 

1,067 

168 

2,720 

 

50 

569 

 

431 

400 

負債合計 5,404 

（純資産の部） 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

 

 

17,507 

4,300 

564 

純資産合計 22,371 

資産合計 27,775 負債純資産合計 27,775 
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２．損益計算書 
                           （単位：百万円） 

区      分 金   額 

経常費用（Ａ） 2,727 

 業 務 費 
  教育経費 
  研究経費 
  教育研究支援経費 

人件費 
受託研究費等 
受託事業費等 

 一般管理費 
 財務費用 

 
270 
263 
240 

1,368 
98 

105 
303 
80 

経常収益（Ｂ） 2,841 

 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 受託研究等収益 
受託事業等収益 
資産見返負債戻入 

 その他の収益 

1,949 
233 
101 
138 
31 

389 

臨時損益（Ｃ） △0 

当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ） 114 

 
 
３．キャッシュ・フロー計算書 
                           （単位：百万円） 

区      分 金   額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 376 

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 
 人件費支出 
 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 
 受託研究等収入 

受託事業等収入 
その他の業務収入 

△ 788 
△ 1,384 

△ 302 
1,957 

216 
171 
126 
380 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） 294 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △ 762 

Ⅳ 資金に係る換算差額（Ｄ） － 

Ⅴ 資金減少額（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） △ 92 

Ⅵ 資金期首残高（Ｆ） 1,368 

Ⅶ 資金期末残高（Ｇ＝Ｅ＋Ｆ） 1,276 
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４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 
                           （単位：百万円） 

区      分 金   額 

Ⅰ 業務費用（Ａ） 2,130 

   ・損益計算書上の費用 
・（控除）自己収入等 

2,727 
△ 598 

Ⅱ 損益外減価償却相当額（Ｂ） 257 

Ⅲ 損益外減損損失相当額（Ｃ） － 

Ⅳ 損益外利息費用相当額（Ｄ） － 

Ⅴ 損益外除売却差額相当額（Ｅ） － 

Ⅵ 引当外賞与増加見積額（Ｆ） 0 

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額（Ｇ） 109 

Ⅷ 機会費用（Ｈ） 121 

Ⅸ （控除）国庫納付額（Ｉ） － 

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト（Ｊ） 
（Ｊ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ＋Ｉ） 

2,617 

 
 

５．財務情報 

（１）財務諸表の概況 

①主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

平成２４年度末現在の資産合計は前年度比２９７百万円（1.1％）（以下、特

に断らない限り前年度比）減の２７，７７５百万円となっている。 

主な増加要因としては、当期純利益を生じたこと等により、現金及び預金が

１２８百万円（9.1％）増の１，５２６百万円となったこと等が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、減価償却したこと等により、建物が２６９百

万円（4.1％）減の６，３６４百万円、工具器具備品が７７百万円（27.0％）減

の２０８百万円となったこと等が挙げられる。 

（負債合計） 

平成２４年度末現在の負債合計は７１７百万円（ 11.7％）減の５，４０４百

万円となっている。 

主な増加要因としては、２５年度に継続して行う受託研究費用の増加により、

前受受託研究費等が２９百万円（103.2％）増の５７百万円となったこと等が挙

げられる。 

また、主な減少要因としては、ＰＦＩ債務が、ＰＦＩ事業契約に基づく債務
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の履行により５６９百万円 （17.3％）減の２，７２０百万円となったことが挙

げられる。 

（純資産合計） 

平成２４年度末現在の純資産合計は４２０百万円（1.9％）増の２２，３７０

百万円となっている。 

主な増加要因としては、資本剰余金が、施設整備費補助金（ＰＦＩ事業分）

を受け入れたこと等により３０５百万円（7.6％）増の４，３００百万円となっ

たことが挙げられる。 

 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

平成２４年度の経常費用は５４百万円（2.0％）増の２，７２７百万円となっ

ている。 

主な増加要因としては、人件費が退職手当の増加等により５７百万円（ 4.4％）

増の１，３６８百万円となったこと、教育経費が東京国際交流館の貸借料の支

払いの発生等により２５百万円（ 10.2％）増の２７０百万円となったこと等が

挙げられる。 

また、主な減少要因としては、受託事業費等が、受託事業費用の減少により

２４百万円（18.7％）減の１０５百万円となったこと等が挙げられる。 

（経常収益） 

平成２４年度の経常収益は４４百万円（1.5％）減の２，８４１百万円となっ

ている。 

主な減少要因としては、運営費交付金等収益が、震災復興のための給与特例

法の施行による人件費削減等により７２百万円（ 3.5％）減の１，９４９百万円

となったこと、受託研究等収益が受託研究等の受入れの減少等により３５百万

円（25.9％）減の１００百万円となったこと等が挙げられる。 

また、主な増加要因としては、補助金等収益が、国際化拠点整備事業費補助

金の受入れの増加等により７０百万円（ 41.9％）増の２３８百万円となったこ

と等が挙げられる。 

（当期総利益） 

上記経常損益の結果により、平成２４年度の当期総利益は１４２百万円 

（55.3％）減の１１４百万円となっている。 

 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２４年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１３７百万円（ 26.7％）

減の３７６百万円となっている。 

主な減少要因としては、運営費交付金収入が１０７百万円（ 5.2％）減の 
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１，９５７百万円となったこと、受託研究等収入が５０百万円（ 22.6％）減の

１７１百万円となったこと等が挙げられる。 

主な増加要因としては、受託事業等収入が５７百万円（ 82.4％）増となった

こと等が挙げられる。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２４年度の投資活動によるキャッシュ・フローは２３０百万円（ 43.8％）

減の２９４百万円となっている。 

主 な 減 少 要 因 と し て は 、 定 期 預 金 等 の 預 入 に よ る 支 出 が ２ ２ ０ 百 万 円 

（733.3％）増となったこと、定期預金の払戻による収入が２０百万円（40.0％）

減となったこと等が挙げられる。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２４年度の財務活動によるキャッシュ・フローは１２百万円（1.6％）減

の△７６１百万円となっている。 

主な増加要因としては、利息の支払による支出が１６百万円（ 17.4％）減の

７６百万円となったこと等が挙げられる。 

主な減少要因としては、リース債務償還の支払額が１７百万円（ 16.0％）増

の１２５百万円となったこと等が挙げられる。 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

平成２４年度の国立大学法人等業務実施コストは４９百万円（ 1.8％）減の 

２，６１７百万円となっている。 

主な減少要因としては、機会費用が、費用算定参考利回りの低減により８９

百万円（42.4％）減の１２１百万円となったこと等が挙げられる。 

また、主な増加要因としては、業務費用が退職手当の増加等により６３百万

円（2.7％）増の２，３４３百万円となったこと等が挙げられる。 
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         (表) 主要財務データの経年表                    （単位：百万円） 

区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

資産合計 28,278 28,017 28,026 28,072 27,775 

負債合計 7,400 6,641 6,580 6,121 5,404 

純資産合計 20,878 21,376 21,446 21,951 22,371 

経常費用 2,585 2,814 2,854 2,673 2,727 

経常収益 2,749 2,861 2,921 2,885 2,841 

当期総損益 170 302 89 256 114 

業務活動によるキャッシュ・フロー  401 305 71 512 376 

投資活動によるキャッシュ・フロー  57 597 419 524 294 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 748 △ 748 △ 741 △ 750 △ 762 

資金期末残高 1,180 1,334 1,082 1,368 1,276 

国立大学法人等業務実施コスト 2,682 2,910 2,700 2,665 2,617 

（内訳）      
 業務費用 2,097 2,273 2,167 2,041 2,130 
  うち損益計算書上の費用 2,585 2,866 2,854 

 
2,673 

 
2,727 

   うち自己収入 △ 488 △ 592 △ 687 △ 632 △ 598 
 損益外減価償却相当額 257 257 257 257 257 
 損益外減損損失相当額 - - - - - 
 引当外賞与増加見積額 △ 16 2 1 △ 7 0 
 引当外退職給付増加見積額 87 105 7 164 109 
 機会費用 257 272 268 210 121 
 （控除）国庫納付額 - - ‐ ‐ ‐ 
第2期中期目標期間 平成22年度～平成27年度 

 

②セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

本学は、一研究科一専攻で組織されているため、公表すべきセグメント情報

はない。 

 

③目的積立金の申請状況等 

当期総利益１１４，４７６，９５５円全額を中期計画の剰余金の使途におい

て定めた教育研究の質の向上に充てるため、目的積立金として申請している。  

 

 

（２）施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

 

①当事業年度中に完成した主要施設等 

  該当なし。 

 

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

  該当なし。 
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③当事業年度中に処分した主要施設等 

  該当なし。 

 

④当事業年度において担保に供した施設等 

  該当なし。 

 

（３）予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表

示しているものである。 

（単位：百万円） 

区分 
20年度 21年度 22年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 4,033 3,132 4,459 5,068 3,152 3,536 

運営費交付金収入 2,088 2,088 2,098 2,114 2,096 2,096 

 施設整備費補助金収入 515 515 526 526 538 538 

 学生納付金収入 224 224 242 245 259 240 

 その他収入 1,206 488 1,593 2,183 259 662 

支出 4,033 3,099 4,459 4,907 3,152 3,361 

 教育研究経費 1,955 1,371 1,723 1,404 2,401 2,342 

 一般管理費 1,449 850 1,084 1,004 752 1,019 

 その他支出 629 878 1,652 2,499 3,152 3,536 

 

 

区分 
23年度 24年度  

予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 3,271 3,549 3,237 3,442 （注） 

運営費交付金収入 2,064 2,064 1,957 1,957  

施設整備費補助金収入 575 575 562 562  

学生納付金収入 247 227 234 213  

その他収入 385 682 484 710  

支出 3,271 3,207 3,237 3,234 （注） 

業務経費 2,408 2,191 2,364 2,216  

その他支出 863 1,015 873 1,017  

第2期中期目標期間 平成22年度～平成27年度 

 

 (注)予算に計上していない国からの補助金事業の獲得に努めたこと等により、収入、支出ともに予

算額に比して決算額が多額となっている。 
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「Ⅳ 事業の実施状況」 

１ 財源構造の概略等 

当法人の経常収益は２，８４１百万円で、その主な内訳は、 

運営費交付金収益 １，９４９百万円（68.6％（対経常収益比、以下同じ。）） 

補助金等収益 ２３８百万円（8.4％） 

学生納付金収益 ２３３百万円（8.2％） 

受託事業等収益 １３８百万円（4.9％） となっている。 

 

また、経常費用は２，７２７百万円 で、その主な内訳は、 

人件費 １，３６８百万円（50.2％（対経常費用比、以下同じ。）） 

一般管理費 ３０３百万円（11.1％） 

教育経費 ２７０百万円（9.9％） 

研究経費 ２６３百万円（9.6％） 

教育研究支援経費 ２４０百万円（8.8％）  となっている。 

 

経常費用のうち、教育経費、研究経費及び教育研究支援経費の執行状況については、以下

のとおりである。 

 

２ 財務データ等と関連付けた事業説明 

 

（１）．教育経費 

教育事業の実施に要した経費 ２７０百万円 

（実施財源の内訳） 

・運営費交付金収益  １１９百万円 

・雑益         ７３百万円 

・学生納付金収益    ７３百万円 

・寄附金収益       ３百万円 

・資産見返負債戻入    ２百万円 

教育経費は、年度計画に定めた教育に関する目標を達成するための経費であり、現実に

おける課題発見能力、深い分析能力、実践的な解決能力の養成を目指した教育を充実させ

るとともに、公共政策に係る教育研究の基礎となる学術的科目と各政策領域での専門的科

目を総合的・体系的に編成した教育プログラムの運営を実施している。また、学生生活支

援や国際的な広がりを持つ同窓会の支援を実施している。 

 

平成２４年度においては、年度計画を達成させるため、主に以下の事業を実施した。 

○平成２３年度に立ち上げたプログラムコミティー制度（教員が様々な形で大学運営に

関わる機会を提供することを目的として、各教育プログラム設けられたカリキュラム

の検討、プログラムの運営等の機能をもった組織へ所属させる制度）を運用し、単位

互換の承認権限を与えるなど、新たな役割・機能を追加した。 

○また、同じく平成２３年度に立ち上げたカリキュラムタスクフォース（カリキュラム

編成のあり方について検討を行うための、研究科長・学長特別補佐・学長補佐を中心

とした組織）において、科目分類等の用語の統一、講義科目数の整理統合を目的とし
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た各教育プログラムにおける「共通科目」の設定等の検討を進めた。また、増加傾向

にあった客員教授及び非常勤講師の発令要件について定めた「客員教授・非常勤講師

の発令について」を定め、委嘱する用務内容や研究者の実績に応じた発令形態や報酬

の支払方法を整理した。 

○国内外の同窓会活動への支援を実施するとともに、同窓生を活用した学生プロモーシ

ョン活動を実施した。 

 

また、経費区分における主な執行状況は次のとおり。 

①学生関係事業費  １７８百万円 

・入学式、修了式に係る経費 

・学生の健康診断経費 

・学生への奨学金支出 

・国際交流会館維持管理経費   等 

②プログラム推進費  ６３百万円 

・教育プログラム（教育政策プログラム、ＹＬＰ地方行政コース、知財プログラム等）

に係る経費 

③学生交流事業経費   ９百万円 

・地域国際交流事業経費 

・日本人学生と留学生との交流事業経費   等 

  

 

 （２）．研究経費 

研究事業の実施に要した経費 ２６３百万円 

（実施財源の内訳） 

・補助金等収益    １２５百万円 

・運営費交付金収益   ９２百万円 

・雑   益      １４百万円 

・学生納付金収益    １２百万円 

・寄附金収益      １２百万円 

・資産見返負債戻入    ７百万円 

研究経費は、年度計画に定めた研究に関する目標を達成するための経費であり、国の内

外の大学や政府機関等と多様で柔軟な連携ネットワークを構築し、学問的基盤のもとに現

実的課題に立脚した政策研究を遂行する卓越した研究拠点を創出しているほか、学界・官

界・政界・産業界等各セクターの優れた有識者の間に、政策研究にかかる知的コミュ二テ

ィ形成の支援等を実施している。 

また、外国の大学、行政機関、国際機関など政策研究に関連する機関との研究連携を展

開するための交流事業等を実施している。 

平成２４年度においては、年度計画を達成させるため、主に以下の事業を実施した。 

○政策研究センターにおいてリサーチ・プロジェクトの公募制を導入しており、新規７

件、継続１０件の学内プロジェクトを採択した。また、平成２３年度から国際学術出

版奨励制度を導入し、平成２４年度は１件を採択した。 

○政策研究院機構（仮称）の創設に向け、創設準備室の事務室の整備を行うとともに、

スタッフを拡充し、今後の方向性や実際の立ち上げを意識しながら、全体の議論も含
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め、創設準備委員会及び各研究会を進め、政策研究院の研究テーマや具体的な運営方

法等の議論を行った。 

○海外の優れた大学等、新たに海外５機関とのＭＯＵを締結するなど教育・研究の交流

を実施し国際交流を展開した。 

○国際的視野を持つステーツマンの育成を支援するため、日韓の若手議員や本学とソウ

ル大学の研究者が参加して、若手から中堅の日韓国会議員交流セミナーを、本学において開

催した。 

 

また、経費区分における主な執行状況は次のとおり。 

①補助金等事業経費 １３１百万円 

・研究拠点形成費等補助金事業であるグローバルＣＯＥプログラム「東アジアの開発戦

略と国家建設の適用可能性」、国際化拠点整備事業である「大学の世界展開力強化事

業（タイプＡ：キャンパス・アジア中核拠点形成支援）」及び科学技術イノベーショ

ン政策における『政策のための科学』推進事業の基盤的研究・人材育成拠点整備事業

「総合拠点」の実施経費 

②教員個人研究費 ３４百万円 

・教員が実施する研究活動経費（平成２４年度配分者６２名） 

③政策研究センター事業費 ２９百万円 

・研究プロジェクト（日本の労働市場の非正規化とその厚生分析への構造推定アプロー

チ、津波災害における実効的な避難対策に関する研究等）実施経費 

・国際会議実施経費 

・国際学術出版奨励制度経費   等 

④政策研究院機構（仮称）創設準備経費 １４百万円 

・制度設計のためのパイロット事業費 

・創設準備室事務室整備経費     等 

 

 

（３）．教育研究支援経費 

教育研究支援事業の実施に要した経費 ２４０百万円 

（実施財源の内訳） 

・運営費交付金収益     １８８百万円 

・学生納付金収益       ４４百万円 

・資産見返負債戻入       ９百万円 

・雑     益        １百万円 

教育研究支援経費は、図書館や構築した情報ネットワークシステムなど法人全体の教育

及び研究の双方を支援するためのもので、学生及び教職員の双方が利用するものの運営に

必要な経費である。 

経費区分おける主な執行状況は次のとおり。 

①図書館事業 ５１百万円 

・図書館に必要となる書籍等の購入経費 

・図書に係る減価償却費         等 

②情報ネットワーク関係経費 １８３百万円 

・大学キャンパスネットワーク管理運用業務経費 
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・大学キャンパスネットワークに係る専用回線利用料 

・教育支援情報サービスシステム管理運用業務経費 

・ネットワークセキュリティー機器等保守経費 

・ソフトウェアライセンス購入経費         等 

３ 課題と対処方針等 

ＧＲＩＰＳでは、毎年度、基礎的な運営費交付金が減少する中で、教育研究事業に要す

る経費については、優先的にその財源の確保に努めてきた。このため、執行経費の節減や

科学研究費補助金を始めとした外部資金における間接経費の獲得、施設の外部利用等の促

進による貸付料収入等の増加に努めている。 

昨今の厳しい財政状況を勘案すれば、教職員へのコスト意識の更なる徹底を図るととも

に、教育研究経費についてもメリハリのある予算配分を実施し、限られた資源のより有効

かつ効果的な経費の執行に今後も努めていく必要がある。今後は、国際的な活動展開、教

育研究の充実を図るため、新たな財源を確保することが重要であることから、運営費交付

金以外の財源確保に向けた取り組みについても、これまでの取り組みは引き続き努力する

とともに、特に新たな外部資金の獲得に向けた方策について検討し、収入源の強化を図っ

て参りたい。 

また、平成２１年度に整備した国際交流施設については、引き続き、効率的な維持管理

を確保するとともに、入居者確保に向けた利用促進方策を推進し、将来の大規模修繕等に

必要な収入の確保に努めて参りたい。 
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「Ⅴ その他事業に関する事項」 

 

１．予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

決算報告書参照 

（２）収支計画 

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

年度計画 

http://www.grips.ac.jp/cms/wp-content/uploads/2012/04/24nendokeikaku.pdf 

（３）資金計画 

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

年度計画 上記リンク先参照 

 

 

２．短期借入れの概要 

   平成２４年度は短期借入れを実施していない。 

 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末残高 
運営費交 

付金収益 

資産見返運

営費交付金 

資 本 

剰余金 
小 計 

22年度 - - - - - - - 

23年度 63 - 63 - - 63 0 

24年度 - 1,957 1,886 21 - 1,907 50 

 

 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①平成 22年度交付分                        （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
－ 

該当なし 

資産見返運営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 
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期間進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
－ 

該当なし 

資産見返運営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
－ 

該当なし 

資産見返運営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

国立大学法人

会計基準第77

第3項による

振替額 

 － 該当なし 

合  計  － 
 

 

 

②平成 23年度交付分                        （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
63 

①業務達成基準を採用した事業：政治・経済分析を基盤とする教

育政策プログラムの推進、ヤング・リーダーズ・プログラム（地

方行政コース）の教育機能の充実及び研究機能の強化、法と経済

学を基礎とする知財を中心とした教育プログラムの確立、成長戦

略としての医療・農業政策立案者育成を図る「医療政策コー

ス」・「農業政策コース」の創設、「政策研究院機構（仮称）」

の創設準備の展開 

②当該業務に関する損益等 

 ア）損益計算書に計上した費用の額：63 

(給与費：43、その他の経費：20) 

イ）自己収入に係る収益計上額：－ 

ウ）固定資産の取得額：図書 － 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

事業の遂行度合い、成果の達成度合い等を勘案し、63百万円を収

益化(振替) 

資産見返運営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 63 

 

期間進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
－ 

該当なし 
資産見返運営

費交付金 
－ 
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資本剰余金 － 

 

計 － 

 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
－ 

該当なし 

資産見返運営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 － 

国立大学法人

会計基準第77

第3項による

振替額 

  

－ 

 
該当なし 

合  計 
 

63 
 

 

 

③平成 24年度交付分                        （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
76 

①業務達成基準を採用した事業：政治・経済分析を基盤とする教

育政策プログラムの推進、ヤング・リーダーズ・プログラム（地

方行政コース）の教育機能の充実及び研究機能の強化、法と経済

学を基礎とする知財を中心とした教育プログラムの確立、成長戦

略としての医療・農業政策立案者育成を図る「医療政策コー

ス」・「農業政策コース」の創設、「防災・復興・危機管理」に

関する総合的な政策研究及び教育プログラムの創設、「政策研究

院機構（仮称）」の創設準備の展開 

②当該業務に関する損益等 

 ア）損益計算書に計上した費用の額：76 

(給与費：45、旅費：11、その他の経費：19) 

ロ）自己収入に係る収益計上額：－ 

ウ）固定資産の取得額：図書 0 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

事業の遂行度合い、成果の達成度合い等を勘案し、76百万円を収

益化(振替) 

資産見返運営

費交付金 
0 

資本剰余金 － 

計 76 

 

期間進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
1,520 

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用進行基

準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：1,520 

（給与費：1,101、委託費：91、その他の経費：328） 

イ）自己収入に係る収益計上額：－ 

ウ）固定資産の取得額：図書18、その他の資産3 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化(振替) 

資産見返運営

費交付金 
21 

資本剰余金 － 

計 1,541 
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費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 
290 

①費用進行基準を採用した事業：退職手当、PFI事業維持管理経

費 

②当該業務に係る損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：290 

(退職給付費用：49、PFI費用：163、支払利息：76) 

イ）自己収入に係る収益計上額：－ 

 ウ）固定資産の取得額：－ 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務290百万円を全額収

益化 

 退職給付費用として収益化した額51百万円は、平成22年度退職

者に係る費用の収益化に不足した額の残額20百万円、平成23年度

の収益化未済額7百万円、及び平成24年度損益計算書に計上した

退職給付費用の49百万円のうち23百万円である。平成24年度退職

給付費用のうち収益化未済の26百万円については、翌年度以降の

運営費交付金において補てんを受けた時に直ちに収益化予定 

資産見返運営

費交付金 
－ 

資本剰余金 － 

計 290 

国立大学法人

会計基準第77

第3項による

振替額 

 

－ 該当なし 

合  計 
 

1,907 
 

 

 

（３）運営費交付金債務残高の明細          

                                                                     （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

 
22年度 

 
 
 
 
 
 
 
 

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 
－ 該当なし 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 
－ 該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 
－ 該当なし 

計 － 
 

 
23年度 

 
 
 
 
 
 
 

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 
－ 該当なし 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 
－ 該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 
0 

PFI事業維持管理経費：0 

・サービス購入費（委託料相当）の支払金額にかかる執行残であ

り、当該債務は中期目標期間終了時に国庫返納する予定 
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計 0 

 

 

24年度 

 
 
 
 
 
 
 
 

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

48 

ヤング・リーダーズ・プログラム（地方行政コース）の教育機能

の充実及び研究機能の強化：4 

・事業等の成果の達成度合い等を勘案し、事業未実施相当額を債

務として平成25年度に繰越したもの。当該事業は、平成25年度

において引き続き実施することとしており、当該債務は、平成

25年度において収益化する予定 

法と経済学を基礎とする知財を中心とした教育プログラムの確立

：8 

・事業等の成果の達成度合い等を勘案し、事業未実施相当額を債

務として平成25年度に繰越したもの。当該事業は、平成25年度

において引き続き実施することとしており、当該債務は、平成

25年度において収益化する予定 

成長戦略としての医療・農業政策立案者育成を図る「医療政策コ

ース」・「農業政策コース」の創設：11 

・事業等の成果の達成度合い等を勘案し、事業未実施相当額を債

務として平成25年度に繰越したもの。当該事業は、平成25年度

において引き続き実施することとしており、当該債務は、平成

25年度において収益化する予定 

「政策研究院機構（仮称）」の創設準備の展開：26 

・事業等の成果の達成度合い等を勘案し、事業未実施相当額を債

務として平成25年度に繰越したもの。当該事業の継続事業にあた

る新規事業を、平成25年度において実施することとしており、当

該債務は、平成24年度において収益化する予定 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

－ 該当なし 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

2 

PFI事業維持管理経費：2 

・モニタリング調査結果によるサービス購入費（委託料相当）の

支払金額の変更に伴う執行残と、当初予定されていたサービス

購入費（委託料相当）の支払金額と特殊要因予算措置額の差額

の合計額であり、執行残については平成25年度のｻｰﾋﾞｽ購入費

（委託料相当）の支払金額に充当することとし、差額について

は、中期目標期間終了時に国庫返納する予定 

計 50 
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 （別紙） 

■財務諸表の科目 

 

１．貸借対照表 

科   目 説         明 

有形固定資産 土地、建物、構築物、工具器具備品、図書といった国立大学法

人等が長期にわたって使用する有形の固定資産。 

減価償却累計額等 減価償却累計額及び減損損失累計額。 

無形固定資産 ソフトウェア等が該当。 

現金及び預金 現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当

座預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の

合計額。 

その他の流動資産 未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

資産見返負債 運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産

の貸借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返

負債に振り替える。計上された資産見返負債については、当該

償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債か

ら資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金 国からの出資相当額。 

資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産 (建物等)等の相

当額。 

利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

繰越欠損金 国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 
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２．損益計算書 

科   目 説         明 

業務費 国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要し

た経費。 

研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費 附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せ

ず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置され

ている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利用するも

のの運営に要する経費。 

人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等

の経費。 

受託研究費等 受託研究、共同研究の業務に要した経費。 

受託事業費等 受託事業、共同事業の業務に要した経費。 

一般管理費 国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用 支払利息等。 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益 授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

受託研究等収益 受託研究、共同研究の収益 

受託事業等収益 受託事業、共同事業の収益 

その他の収益 寄附金等収益、補助金等収益等。 

臨時損益 固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

科   目 説         明 

業務活動によるキャ

ッシュ・フロー 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び

運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に

係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来

に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金

の収支状況を表す。 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入

れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資

金の収支状況を表す。 

資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 
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４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

科   目 説         明 

国立大学法人等業務

実施コスト 

国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源によ

り負担すべきコスト。 

業務費用 国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用

から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当

額 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予

定されない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当

額 

国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかか

わらず生じた特定償却資産の減損損失相当額。 

損益外利息費用相当

額 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予

定されない資産に係る資産除去債務についての時の経過による

調整額。 

損益外除売却 差額相

当額 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予

定されない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差

額相当額。 

引当外賞与増加見積

額 

支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合

の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額と

して計上（当事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額

は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加

見積額 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認めら

れる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額と

して計上（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の

総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用 国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により

賃貸した場合の本来負担すべき金額等。 

 
 
 
 


